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位置指定道路の通行権
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　 位置指定道路に指定さ れている 土地の所有者

は、位置指定道路の敷地を第三者に通行さ せなけ

ればならないのでしょう か。

　 結論から 言いますと 、通行さ せなければならない

場合があります。以下に詳しく 説明します。

１

　 まずは、位置指定道路について説明します。

　 位置指定道路と は、幅員４ メ ート ル以上の私道

で、都道府県または政令指定都市から 接道義務 

を 満たす道路とし ての指定を 受けたも の（ 建築基

準法４２ 条１ 項５ 号）をいいます。位置指定道路に２

メ ート ル以上接し ている 土地であれば接道義務を

満たすこと になります。

2

　 次に、位置指定道路について、道路周辺の住民

に通行権がある か否かが争われた事件の最高裁

判例（ 最判平成９ 年１２ 月１８日）を紹介します。

　 こ の判例の事案は、土地所有者が位置指定道
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路の入り 口に簡易ゲート を建てて近隣住民の車両

の通行を妨害し た事件です。こ の位置指定道路沿

いには住宅が立ち 並んでいて、簡易ゲート がある

入り 口以外にも 公道へ通じる 道はあるのですが、そ

こには階段があり 、自動車で出入り するには簡易ゲ

ート を通らなければならないと いう 場所でし た。こ の

事件で、最高裁は、次のよう に判示しまし た。

　 すなわち、一般公衆には位置指定道路を 通行

する 権利はないとし つつも 、道路を通行すること に

ついて日常生活上不可欠の利益を有する 者（ 道路

を使用する 周辺住民）は位置指定道路を通行する

人格権的権利を有する 場合があるとしまし た。そし

て、周辺住民に通行する 権利が認めら れる 場合か

否かは、周辺住民の位置指定道路を 通行する 必

要性と 土地所有者が位置指定道路を通行さ せる

こと によって被る 損害とを比較衡量し て判断すべき

としまし た。

　 そし て、こ の事案では、周辺住民が本件道路を

長年にわたり 自動車で公道へ通じる 唯一の道路と

し て使用し てきたこと 、こ れに対し 、土地の所有者に

2
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　 逆に、通行する 権利を認めなかった 事案（ 東京

地裁平成２９ 年３ 月２日判決）もあります。通行権の

有無は、通行する 必要性と それによって土地所有

者の被る 損害とを比較衡量し て判断さ れること に

なりますが、通用口が位置指定道路に面し ていて、

正面玄関は公道に面し ている が高低差が６ ～８ メ

ート ルあり３３ 段の階段を上り 下りしなければならな

い事案で、「 位置指定道路を通行する 方が便利で

あるという だけでは、日常生活に著し い支障を来すと

はいえない」とし て、通行の必要性が高くないとし 、

通行によって被る 損害を検討することなく 位置指定

道路を通行する 権利を否定し たのです。

4

道路の敷地を通行さ せること で著し い損害が生じ

ないこと から 、周辺住民に自動車で通行する 権利

を認めまし た。

中古建物売買とＬＰ ガス供給契約

ガス 設備の所有権の帰属等を 確認すること

　 まずはガス 設備が売主（ 建物所有者）の所有に

なっている か、ガス 供給業者から 貸与さ れているも

の（ ガス 供給業者の所有か）を確認しましょう 。売主

の所有であれば問題ありま せんが、ガス 供給業者

の所有になっているときは、売主がガス 設備を使用

できる 根拠を調べる 必要があります。売主が設備を

ガス 供給会社から 貸与（ 無償貸与を含む）さ れて

いる 場合は、その貸与契約を買主が引き継ぐ のか

否か、引き継ぐとし て貸与契約内容はどう なってい

るのかを売買契約時に確認する 必要があります。

　 その確認は、１４ 条書面の提出を 売主に求める

方法で行いましょう 。１４ 条書面と は、液化石油ガス

法（ 正式名称は「 液化石油ガスの保安の確保及び

１

ＬＰ ガス の供給を 受けている 中古建物を購入するとき

（ 下記１ 、２ ）および売買を 仲介するときに（ 下記３ ）注

意すべき 事項について 説明しま す。
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取引の適正化に関する 法律」）１４ 条で、ガス 供給

契約締結時にガス 販売業者から 消費者に交付す

ること が義務付けら れている 書面のこと です。同書

面には、設備の所有権の帰属等が記載さ れていま

す。

　 なお、１４ 条書面は、ガス の供給を 受けるも のが

消費者の場合に交付が義務づけら れているため、

１４ 条書面が交付さ れていないこと がありま す。な

ぜなら 、集合住宅の場合、建物所有者は事業者と

扱われ、消費者ではないから です。その場合は、ガ

ス 供給業者に書面で照会するよう にし ましょう 。

ガス 供給業者を変更するには

　 建物購入後にガス 供給業者を変更すること は可

能です。し かし 、ガス 設備がガス 供給業者の所有

の場合、ガス 供給業者からガス 設備の買い取り を

要求さ れること があります。

　 こ れに対し て、買主は、買い取りをすることも可能

ですが、ガス 設備の撤去を求めることもできます。ガ

ス 供給業者は撤去が著しく 困難であるなど 正当な

2
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事由がない 限り 、撤 去を 拒否すること はできま せ

ん（ 同法施行規則１６ 条１６ 号）。ここ で、正当な事

由がある 場合と は、一般社団法人全国ＬＰ ガス 協

会発行のＬＰ ガス 販売指針によれば、配管の撤去

が物理的に困難な場合（ 法律的には配管が建物

に付合 しているよう な場合）などとさ れています。

　 では、買い取るとし て、その金額はいくらになるの

でしょう か。買取金額は「 適正な価格」とさ れていま

す（ 同条１７ 号）。ここ で、適正な価格と は、耐用年

数を考慮し た 価格とさ れています。具体的な計算

方法は前出の１４ 条書面に記載されていますので、

ガス 供給業者の提示額が適正か否か確認するよ

う にし ましょう 。

中古建物売買の仲介をするときの注意点

　 上記のと おり 、ガス 設備については、所有権の

帰属など 権利関係が問題になること がありますの

で、中古建物の売買を 仲介する 場合は、必ず１４

条書面を 売主が 持っている か 確認し ましょう 。売

主が持っていない場合は、ガス 供給業者に写し の
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交付を求めましょう 。そし て、１４ 条書面が手に入っ

たら 、ガス 設備の所有権が誰に帰属し ている かを

確認し 、ガス 供給業者に帰属し ている 場合は、貸

与契約を 買主が 引き 継ぐ のか 否か 、ガス 供給 業

者を変更する 場合の買取価格はいくら になる のか

など を１４ 条書面で調べた 上で、買主に説明する

よう にしましょう 。売主が１４ 条書面を持っていない

場合は、ガス 供給業者にこ れら のこと を 書面で照

会するよう にしましょう 。
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民法を 根拠と する 賃料減額

　 建物賃貸借において、建物や設備に不具合が

生じ た場合、修繕とともに賃料減額が問題と なりま

す。こ のときの賃料減額は、民法６１１ 条１ 項を根拠

と するものです。

　 民法６１１ 条１ 項は、賃貸物の一部について使用

及び収益をすること ができなくなった場合、賃借人

に帰責性がないときは、賃料が、その使用及び収

益ができなく なった 部分の割合に応じ て 減額さ れ

る 、と いう 規定です。

　 例えば、雨漏り によって居室の半分が使用できな

く なったなら ば、雨漏り が修繕さ れるまで賃料が半

額に減額さ れる 、と いったこと が想定さ れます。

以下、ポイント とし て、３ つ記載します。

　 １ つ目は、不具合によって使用及び収益が妨げ

ら れているか、です。

民法６０６ 条は、「 賃貸物の使用及び収益に必要な

１

2
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修繕をする 義務を負う 」と 定めています。また、賃料

減額を定める 民法６１１ 条１ 項も「 賃借物の一部が

…使用及び収益をすること ができなくなった場合に

おいて、…（ 減額さ れる ）」と 定めています。つまり 、

あら ゆる 不具合が対象となるのではなく 、使用及び

収益が妨げら れる 不具合について、修繕義務や賃

料減額が問題となります。

　 例えば、東京地判平成２３ 年７ 月２５日は、賃借人

が飲食店を営んでいる 貸室について、天井に雨漏

り によるものと 思われるクロスの剥がれや染みの存

在を認めつつ、現在は貸室に雨漏り が発生し てい

ないこと 、賃借人が訴訟提起後もなお貸室で飲食

店を 営んでいること を 踏まえ、建物の障害が 賃借

人の使用収益を妨げる 程度に至っているとまでは

認めら れないとし て、修繕義務を否定しまし た。

　 ２ つ目は、ど の程度の減額か、です。

　 冒頭の例に挙げたよう な不具合箇所の面積で

割合を 算定できるよう な 事例であれば、減額の算

定も 分かり やすいものとなります。

5

　 他方、設備の不具合のよう な事案と なると 、決ま

った算定式があるわけではなく 、事案ごと の判断に

なります。

　 ネット 検 索で参照できるも のとし ては、「 民間賃

貸住宅に関する 相談対応事例集～賃借物の一部

使用不能による 賃料の減額等について～」（ 賃貸

借ト ラブルに係る 相談対応研究会。Ｈ３０ ．３ ） があ

ります。ただし 、こ れも 相場を知る ための参考程度

のも ので、絶対的な指標ではなく 、「 多く の判例に

おいては事案ごと の個別判断が行われており 、客

観的な判断基準は示さ れていると はいえない」と 記

さ れております。

　 ３ つ目に、物理的・ 経済的に修繕が困難な事案

の対応です。

　 賃貸人が修繕義務を負う のは、修繕が可能であ

ること が前提となります。

　 そし て、修繕が可能と いう ためには、それが物理

的に可能であるだけでなく 、経済的にも 可能である

ことを要するとさ れています（ 東京地判昭和４１ 年４

民
法
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月８ 日）。つまり 、修繕費用が賃料と 比較し て 著しく

多額と なり 、将来的に投下費用の回収が見込めな

いとなれば、修繕義務はありません。

　 こ のよう な場合、むしろ正当事由を主張し て立ち

退き交渉に進むべき事案と いえます。
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建物明渡交渉と 賃貸管理会社の非弁行為

　 賃貸管理会社が賃借人と の建物明渡交渉に臨

むこと は、非弁行為とし て、弁護士法違反のおそれ

があります。

　 弁護士法７２ 条は、弁護士でない者がみだり に

他人の法律事件に業とし て 介入すること によって

関係人に不利益が生じ ることを 防止し 、法律秩序

全般を維持・ 確立することを趣旨とし ています。

　 同条は、以下の要件を満たす行為を「 非弁行為」

とし て禁じ ています。

　 ①　 弁護士または弁護士法人でない者が行う

　 ②　 法律事件に関する 法律事務の取扱い

　 ③　 報酬を得る目的

　 ④　 業とし てなさ れること

　 そし て、同条違反については、２ 年以下の懲役ま

たは３００ 万円以下の罰金と いう 刑事罰があります

（ 弁護士法７７ 条３ 号）。犯罪収益については、没収

ないし 追徴となり 得ます。宅地建物取引業者が、刑

１
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事事件とし て 禁錮以上の刑に処せら れた場合に

は、免許の取消事由ともなります（ 宅建業法６６ 条１

項１ 号、５ 条１ 項５ 号）。

　 また、民事上も 、同条違反の行為は無効と 解釈

さ れています。

　 最判平成２２ 年７ 月２０ 日は、ビル所有者から 委

託を受けた会社が、ビルの賃借人ら 複数名と 立退

き交渉を行った事案（ 刑事事件）です。

　 最高裁は、「 こ のよう な業務は、賃貸借契約期間

中で、現にそれぞれの業務を行っており 、立ち退く

意向を有し ていなかった賃借人らに対し 、専ら 賃貸

人側の都合で、同契約の合意解除と 明渡し の実

現を図る べく 交渉すると いうものであって、立ち退き

合意の成否、立ち退きの時期、立ち退き 料の額を

めぐって交渉において 解決し なければならない法

的紛議が生ずること がほぼ不可避である 案件」で

あるとし て、上記②法律事件に関する 法律事務の

取扱いの要件を認定し ています。

　 また、報酬と 立ち退き料等の経費を割合の明示

4
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なく 一括し て 受領し ている 点や、多数の賃借人に

対する 立退き 交渉である 点なども 踏まえ、上記③

報酬を得る目的や、④業とし てなさ れること の要件

も 認定し ています。

　 こ の事案では、会社について罰金３００ 万円、会

社代表取締役について懲役２ 年執行猶予４ 年、専

務取締役について懲役１ 年６ 月執行猶予３ 年、従

業員ら について 懲役１ 年執行猶予３ 年の有罪判

決が確定しています（ 億単位の犯罪収益について、

没収と 追徴もなさ れています）。

　 こ のよう に、建物明渡交渉は、②法律事件に関

する 法律事務の取扱いに該当します。

　 どこ から が交渉かと いう 厳密な線引きは困難で

す。東京地裁平成２３ 年３ 月２８ 日は、金額の確定し

た 未払賃料の督促行為について、事実上の行為

であり 、弁護士法７２ 条違反の問題は生じ ないとし

ています。他方、立ち退き事案において、諸々の調

整を主体的に行うと なると 、交渉と いう 指摘を免れ

ません。
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　 また、その他の要件（ ③報酬を得る目的や④業と

し てなさ れること ）に該当する かと いう 議論も ありま

すが、そも そも 非弁行為と いう 指摘がなさ れること

自体がリ スクです。

　 オーナーから 建物明渡交渉に関与し て欲し い旨

の要望がなさ れた場合、管理会社としては、非弁行

為と いう 指摘を受けかねないこと や刑事・ 民事のリ

スクを説明し 、こ れ以上は関与できないと いう 一定

の線引きを決めた対応をすべきでしょう 。
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〒 060-0001

北海道札幌市中央区北１ 条西９ 丁目　 南大通ビ ル N１  ７ 階

Tel 011-209-7150  Fax  011-209-7151

http://w w w .ish ikaw a-lo.com 　

http://www.ishikawa-lo.com

